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 わが国地方自治体予算の現状と課題
わが国の地方自治体予算における先進事例については, いくつかの分類が試みられてい
る｡ 鈴木2), 稲沢3) のほか, 日経グローカル4) が先進的な地方自治体を取り上げている｡ こ
れらの先進事例は, 予算制度に関するものとして, ①市民参加 (ニセコ町, 志木市, 我孫
子市, 上越市, 加賀市, 名張市, 野洲市, 京丹後市, 大阪狭山市), ②インセンティブ予
算 (横浜市, 北九州市), ③制度の透明化・簡素化 (滋賀県, 岐阜県, 鳥取県, 浜田市,
北九州市), 他の制度と関係するものとして, ④行政評価との連動 (秩父市, 茅野市, 飯
塚市), ⑤議会評価 (丹波市, 小松島市) に分類することができる｡ また, 地方自治体内










治体において, さまざまな取り組みが行われている｡ しかしながら, 地方自治体中
心の取り組みに限られている｡ それに対して, 英国では, 中央政府の包括的補助金
の受け皿としてのパートナーシップに続き, より地域1) を基礎とした予算制度であ
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共同処理し, その経費を各市で精算する制度であり, 事業経費は幹事市に計上され, 特定
の施策や事業のために予算をまとめるという考え方ではない｡
これに対し, 英国のコミュニティ予算は, 予算編成, 予算執行の段階において, 中央政
府 (各省庁), 地方自治体, 地域のパートナー組織が関与し, 執行段階において, 予算を
１つにまとめる制度であり, わが国地方自治体予算改革への示唆を得られるものと考える｡
本稿は６章で構成され, 第Ⅱ章で, コミュニティ予算導入の経緯を整理し, 第Ⅲ章では,
コミュニティ・地方自治省 (Department for Communities and Local Government : DCLG)
のコミュニティ予算に関する趣意書8) (Community Budgets Prospectus, 以下 ｢趣意書｣ と







(Neighbourhood Renewal Fund : NRF) の制度設計を国が行い, 受け皿となる地域戦略パー
トナーシップを結成させ, コミュニティ戦略の策定を求めることにより, 地域自らが地域
の再生を目指す地域戦略パートナーシップ (Local Strategic Partnership : LSP)9) が導入さ
れた｡ 2005年からは, 包括的地域評価制度 (Comprehensive Area Assessment : CAA) の
評価材料の１つとして利用される地域内合意 (Local Area Agreement : LAA)10) が導入され




と予算配分が合意される｡ パートナーシップ政策の推進は, 公共サービス12) 提供主体とし
ての小・中規模のサードセクター13) の発展につながった｡ しかしながら, 2004年以降, コ
ミッショニング14) が急速に発展すると, その受け皿として機能するための一定の規模を確
保するため, 合併 (mergers), 集団化 (clustering), 下請負 (sub-contracting) などの取
り組みが進められている15)｡
このような背景のもとで, 労働党政権末期の2009年には, 地域に焦点を当てたトータル・
プレース (Total Place)16) という予算制度が試行されている｡ トータル・プレースは, 2008
年にイングランド北西部のカンブリア県 (Cumbria) で実施された ｢コーリング・カンブ
リア (Calling Cumbria)｣ と呼ばれる新たなプログラムに起源を持っている17)｡ 試行は, 63
の地方自治体, 34の PCT, 12の消防機関, 13の警察機関を含んだイングランド内の13地
域18) で行われ, パイロット地域の公共支出は, 22億から220億ポンドとさまざまで, 総額
は820億ポンドに上る19)｡ また, 13地域のテーマは, ①アルコールと薬物, ②医療と社会




とにより, より少ないコストでより良いサービスを提供する Value for Money (以下





① 中央政府 (各省庁), 政府外公共機関22), 地方自治体などさまざまなサービス提供主
体により, 特定の政策目的に支出されている地域のすべての支出を洗い出す｡
② そのことにより, VFMを達成する｡







試行開始後の2010年６月には, 地方自治体協議会 (Local Government Association : LGA)
から, プレース・ベース予算 (Place-based Budget)23) が発表され, 試行の成果として, 適
切なレベルでの公共サービスの統合, コミッショニング, 規制が可能となり, 地域への権
限移譲が, より良い VFMにつながっていることがあげられている24)｡
２ コミュニティ予算の導入
2010年５月に誕生した保守党・自由民主党の連立政権は, ｢大きな社会 (Big Society)｣
を目指すことを表明した｡ それまでの中央政府主導のパートナーシップ政策から, コミュ
ニティにより大きな権限を与えるように転換が図られた25)｡
また, それまでの中央政府主導の地方分権に対して, 国の関与の縮減, 地域の自由度の
拡大を内容とする ｢地域主権 (Localism)｣ という概念を打ち出した｡ 2011年11月に成立
した2011年地域主権法 (Localism Act 2011) では, 地方自治体への権限移譲に加え, 地域





2010年包括的歳出見直し (Spending Review 2010) において, 中央政府, 地方自治体, パー
トナー組織は, 異なるアプローチが必要であることに合意し, コミュニティ予算が提唱さ
れた｡ コミュニティ予算は, 公共サービス提供におけるパートナーが, 公共サービスの断
片化や複雑性を減らし, アウトカムを改善し, 重複と無駄を減らすことを可能にする制度
である28)｡ その特徴としては, 中央省庁からの補助金を, １つの地域指定口座に集め, 複
雑な問題を抱える家庭に関する社会問題に取り組むための財源とすることにより, 当該政
策に対して支出される公共支出の総額及び資金の流れが透明化され, VFMが向上するこ
とがあげられる｡ 2011年４月から, 第１フェーズとして, 複雑な問題を抱える家庭に対す
る試行が16地域で始まった｡ そして, 次の段階として, ２つの類型のコミュニティ予算の
試行が, 2011年12月21日に公表されている29)｡ これについては, のちに詳述する｡
これまで述べてきた LSP・LAA, トータル・プレース, コミュニティ予算を比較すると,
図表１のとおりとなる｡ LSP・LAAでは, 中央政府の NRFの受け皿として地域のさまざ
まなサービス提供主体がパートナーシップを確立している｡ LSPを基礎として, LAAが
締結され, その後, 地域の自主性がより発揮できるような制度へと変更が行われた｡ その
結果として, 地域において, さまざまな公共サービス提供主体が蜘蛛の巣のように複雑に






算の考え方の基礎となるのがプール予算 (Pooled Budget)30) である｡
プール予算は, LSP以前から, 法制度として存在していたものである31)｡ 初めて法整備
が行われたのは, 1999年保健法 (Health Act 1999) であり, その後, 2001年保健およびソー
シャル・ケア法 (Health and Social Care Act 2001), 2004年児童法 (Children Act 2004),
2006年国民医療サービス法 (National Health Service Act 2006) 等によって, 制度化され
てきた｡ 英国におけるプール予算の最も一般的な使用形態は, 医療と福祉においてであり,
地方自治体と国民医療サービス (National Health Service : NHS) の PCTによる取り組み
が進められてきた32)｡ そのため, わが国においても, 医療・福祉・介護関係の研究者によ
る文献が散見される33)｡ プール予算の特徴としては, ①個々のパートナーの資金提供額に
関係なく合意したサービスに用いられるため, サービス利用者の必要性に焦点が当たるよ
うになる34), ②どのような規模でも可能な仕組みである35) ことがあげられる｡ これらは,
パートナーシップの構築が成功するかどうかの重要な要素であると考える｡



























隣レベルのコミュニティ予算 (Neighbourhood-level Community Budgets) と地域全体のコ
ミュニティ予算 (Whole-place Community Budgets) の試行が公表された｡ ここでは,
DCLGの趣意書により, ２つの類型のコミュニティ予算について検討する｡ 趣意書とは,
パイロット事業に関心を示す地域に対する総合案内書であり, コミュニティ予算の概要と
ともに, 近隣レベルのコミュニティ予算については, 内容, 考慮すべき事項, パイロット
事業のタイムテーブル, 地域の選定基準, 政府の支援パッケージ等, 地域全体のコミュニ
ティ予算については, 内容, 目的, パイロット事業のタイムテーブル, 選定過程とタイム
テーブル, 地域の選定基準等を示している｡ それぞれの記述の特徴として, 近隣レベルの
コミュニティ予算では, 政府の支援パッケージをあげることができる｡ これは近隣レベル
のコミュニティ予算の対象人口が5,000人から25,000人であり, 小規模な団体の取り組み
























コミュニティ予算には, 次のような新しい自由 (freedom) がある38)｡
① すべての公共サービス提供者が, 協働し解決策を設計することができる｡
② 地域のパートナーが, 政府の前提と異なってどのように物事を実施できるか, を政
府に説明することができる｡




める, 資金調達の異なるアプローチをとる, 資金内容では, 国と地域の予算を含む, 地域
の資源のみ, などのパターンがある｡ そのほか, パートナーの範囲が異なるなど, ある地
域のコミュニティ予算の提供フレームワークは, ほかの地域に適用することはできない場
合もある39)｡ コミュニティ予算は, 地域が自らの優先順位に基づきサービスを再設計する
制度であるため, 制度設計の根幹が大きく異なることはないが, 詳細については, 地域ご
とに異なっており, ほかの地域にそのまま適用することができないことが指摘されている｡
近隣レベルのコミュニティ予算, 地域全体のコミュニティ予算では, パイロット事業に
おける制度の目的, 検証すべき事項, 予算の対象, 予算モデルなどが異なる｡ その概要は,
図表２のとおりである｡
それぞれのコミュニティ予算のパイロット地域の選択基準は, 近隣レベルのコミュニティ
予算は図表３, 地域全体のコミュニティ予算は図表４のとおりである｡ これにより, それ
ぞれのコミュニティ予算の特徴を見ることができる｡
コミュニティ予算を理解するうえで重要な２つの予算モデル, プール予算と連携予算に
ついて述べる40)｡ プール予算は, 予算が１つにまとめられ, 責務と説明責任が完全にホス
トパートナーまたは別途設立した第三者機関に移転し, プール予算マネージャによって管
理され, プール予算の中でマネジメントとガバナンスは完結する｡ 設立には, 文書による
公式な合意が必要である｡ それに対して, 連携予算は, 各パートナーは自らの予算に対し
て完全な責務と説明責任を保持したままで, 柔軟に取り組むことのできる制度であり, 比































１地 域 近隣の共通定義は, 人口5,000人から25,000人の範囲だが, 地域の人々が近隣レベル
と認識する範囲であることが重要である｡ 合理的な提案であれば, その範囲外でも検
討する｡












５熱 意 希望を明白に述べていること｡ コミュニティ, 地域住民との協働方法を変えようとす
る熱意の程度｡
６提 供 能 力 近隣レベルの予算と参加型の作業を発展させるため, 近隣ベースでの参画またはガバ
ナンス構造の証拠があること｡











る｡ 趣意書では, ｢連携 (aligning)｣ という用語が使用されている｡ このことは, 予算を
１つの口座にまとめてしまうのではなく, 予算の責務と説明責任は各パートナーに残した
まま, 予算を連携することを指す｡ 近隣レベルのコミュニティ予算は, 地域全体のコミュ






ま と ま り
政府は, 区域のパターンが多すぎるパイロット事業を避けたい｡ 地域は, コミュニティ
予算がカバーする地域と適正なアプローチである証拠を説明するよう期待されている｡





















に基づいている｡ 地域は, 計画が現実的か, パイロット地域がどのように価値を加え,
パートナーがさらなる抜本的なビジョンと成果を提供できるかを示すべきである｡
５意 思 決 定 地域は, パートナーが全体の重要な意思を決定できること, これらの決定の影響につい
ての証拠を提供すべきである｡




７資源の利用 パートナーは, サービスの統合, 共同コミッショニング, 地域での連携予算とプール予
算の証拠を提供すべきである｡ また, 資源利用と主要なサービスの設計に, どのように
コミュニティを巻き込むかを示すことができること｡
８学習の共有 政府は, パイロット事業からの学びを他の地域と共有することを希望する｡ 地域は, ど
のように他のプロジェクトと学びを共有したかを説明すべきである｡
出所) 趣意書の2627頁の一部を筆者が翻訳













No 地 域 分 野 手 法




３ シャード・エンド (バーミンガム) 図書館・若者・コミュニティ・
スポーツ・レジャー
統治主体の設立
４ キャッスル・バレ (バーミンガム) 医療 プール予算・コミッショニ
ング
５ バルサル・ヒース (バーミンガム) コミュニティの優先順位 プール予算
６ ハーバー・ヒル タウン (サフォーク) 若者・公共 パートナーシップ組織の設
立





























規模の経済性を生かした取り組みを目指している｡ ①家庭, ②司法, ③健康と医療, ④労
働と技能, ⑤経済的機会の５つのテーマで11のプロジェクトが取り組まれている43)｡ それ
ぞれのプロジェクトで経費節減額や効果が明記されている｡ エセックスは, 二層制の上層

























ミュニティ予算とは異なり, ①再現可能性 (replicable), ②大規模での実現可能性 (scal-
able), ③換金可能性 (cashable) が中央政府から求められていることであり45), 今後, パ
イロット事業の検証を経て, 他の地域においても取り組みが進むことが期待されている点






社会が自由でなく, 公平でなく, まとまりが少なくなってきていること, 中央政府により,
非協働的, 非効率的, そして不必要で高額な公共サービスの縦割りがつくり出されている
こと, その弊害を打破すべくさまざまな取り組みが行われたが, 十分機能している状況に
ないことが指摘されている46)｡ この要因としては, 2008年の世界金融危機以降, ゴールデ
ンルール47) とサステイナビリティ・ルール48) の適用を一時中断するなど, 財政状況が深刻
さを増していること, 国のパートナーシップ政策やサードセクター政策により, 公共サー


















検査院 (National Audit Office : NAO) は, 年間の便益を42億ポンドから79億ポンドと見積
もっている｡
② 協働 (co-ordination) と支援 (support)




地方自治体と中央政府の省庁との関係, 特に保健省 (Department of Health : DH), 労
働年金省 (Department of Work and Pensions : DWP) との関係が改善されている｡
















コミュニティ予算は, 医療関係予算をより柔軟にすることができる｡ 医療と福祉は, 統










ものに分類される｡ 予算編成段階に関するものは, さらに, 主体が地方自治体であるもの
と市民であるものに分類できる｡ 主体が地方自治体であるものとは, 市民への査定過程な
どの情報公開や予算編成段階での市民の意見を聞く場の設定など, 地方自治体で予算編成









決定するという点では同じである｡ 異なるのは, 大分市の事例では, 予算は地方自治体の
みに計上され, それが町内会へ移転し執行されることである｡ 行政は補助金の支出を行い,
町内会が事業を行うという役割分担が明確であり, 地方自治体は, サービス利用者とは間
接的な関係で, 町内会の事業に参画することはない｡ それに対して, コミュニティ予算で
は, 各パートナーが計上した予算を１つにまとめ, そこからサービス利用者のための支出
124
図表７ 市民参加型予算 (大分市の事例) とコミュニティ予算の比較
市民参加型予算 (大分市の事例) コミュニティ予算
事 業 対 象 町内会が自ら計画した事業で地方自治体が
補助金交付を認めたもの
社会的, 経済的, 健康面, または育児など
に関して深刻な問題を数多く抱える家庭
予 算 地方自治体のみ 各パートナーが ｢地域指定口座｣ にまとめ
る (国と地方自治体の予算, または地域の
資源など)｡











この意味では, 英国は中央集権であるといえる｡ しかし, その財源を, 使途を限定するこ
となく地域へ下ろすことにより, 地域のことは地域自らが決定するという点では, 地域分








用して, さまざまなパートナーが関与する場合, モニタリングや外部監査, 内部監査など
の仕組みが不可欠であり, 今後は, 評価のためのフレームワークの検討が必要であると考






とめる｡ まず, 地方自治体の視点では, NPO等を支援する制度が不足しているという課
題, また, 地方自治体職員が自らの業務について NPO等との協働を意識することが少な
いという課題がある｡ NPO等の視点では, 近年は事業型で独立して事業を実施する NPO
も現れてきたが, 多くの NPO等は行政の補助金等に依存している状況にあるという課題
がある｡ 市民の視点では, いまだに地方自治体任せという意識が強いことなどの課題があ
る｡ こうした問題を解決するとき, 英国のコミュニティ予算から得られる知見は, 多様な
公共サービス提供者がコラボレーションやパートナーシップを構築する制度であるという
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わが国においては, 2000年に, 国・地域の役割分担の明確化, 機関委任事務制度の廃止
およびそれに伴う事務区分の再編成などの大きな枠組み変更を伴う地方分権一括法が施行
され, その後も, 義務付け・枠付けの見直しなどが行われ, 地方分権が推進されているが,
いまだに公共サービスの提供の多くは国, 地方自治体が担っている｡ このような状況を変
えるためには, 地方自治体, NPO等, 市民のすべての段階で, 公共サービス提供に対す
る意識を変革する必要がある｡ 地方自治体の厳しい財政状況を理由とした民間や NPO等
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